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第⚓節 EC / EU環境法における「持続的な発展」への取り組み
第⚔節 ドイツにおける「持続的な発展」への政策的取り組み
第⚒章 ドイツ環境法における「持続性」をめぐる議論の展開







お わ り に



































Kahl, Der Nachhaltigkeitsgrundsatz im System der Prinzipien des Umweltrechts, in: Hartmut
Bauer / Detlef Czybulka / Wolfgang Kahl / Andreas Voßkuhle（Hrsg.）, Umwelt, Wirtschaft




























⚒） World Commission on Environment and Development, Our Common Future, 1987. ブルント
ラント委員会による同レポートは，環境と開発に関する世界委員会『地球の未来を守るために』
（福武書店，1987 年）として邦訳がなされている。
⚓） Walter Frenz, Sustainable Development durch Raumplanung, 2000, S. 14.























⚔） Frenz, a. a. O., S. 15.




主義的側面については，Wolfgang Winkler, Stichwort „Nachhaltigkeitʡ, in: Otto Kiminich /
Heinrich Freiherr von Lersner / Peter-Christoph Storm（Hrsg.）, Handwörterbuch des
Umweltrechts（HdUR）, Bd. II, 2. Aufl., 1994, Sp. 1428 も参照。
⚗） 大塚直「持続可能な発展概念」法学教室 315 号（2006 年）68 頁。
⚘）「アジェンダ 21」における「持続的な発展」の含意の概略については，Frenz, a. a. O., S. 17ff.
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⑵ また，EC の環境政策に関しては，EC 条約 174 条が一般的規定を設け
ている。同条においては，環境の保全・保護と環境の質の改善（1項 1 号），人
間の健康を保護すること（1 項 2 号），高度の環境保護水準を目標とすること










いる条文が存在する。EC の任務を定めた EC 条約 2 条と，EC の諸政策の決
定・執行時に環境保護の必要性を説く同条約 6 条である。前者においては，
ECs/EU 共通の経済市場を形成し，EC の諸政策を展開することで，「経済生




⚙） 5. Aktionsprogramm der EG. ABl. 17. 5. 1993 C 138 S. 5ff.
10） Daniela von Bubnoff, Der Schutz der künftigen Generationen im deutschen Umweltrecht,
2001, S. 42.
11） これらの規定が，「持続的な発展」論との関係において，いかなる意義を持つかについては，
Frenz, a. a. O., S. 35ff.を参照。
12） Frenz, a. a. O., S. 32ff.





















⑵ この 1994 年の報告書においては，やはり経済的発展・社会的発展・環
境保護の三者の調和保持が図られているという点では，これまで触れてきた国
際レベルでの各種ドキュメントと同様である。しかし，これまでの例と比べた
13） Frenz, a. a. O., S. 42ff. Eckhard Rehbinder, Ziele, Grundsätze, Strategien und Instrumente des
Umweltschutzes, in: Klaus Hansmann / Dieter Sellner（Hrsg.）, Grundzüge des Umweltrechts,
3. Aufl., 2007, § 3 Rn. 81 もまた，同条は，経済的発展・社会的発展・環境保護の三極関係の調
和保持を表明していると見る。
14） これに対して，Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 81 は，同条の規
定の仕方（「……環境保護の必要性が，取り入れられなければならない」）からは，環境保護の
側面が強調されていると説く。
































16） ここで記載する経緯の概要については，Kettteler, NuR 2002, 513（515f.）.























17） Reinhard Sparwasser / Rüdiger Engel / Andreas Voßkuhle, Umweltrecht, 5. Aufl., 2003, §
2 Rn. 26.
18） Grundgesetz für die Bundesrepbulik Deutschland vom 23. 5. 1949（BGBl. I S. 1）.
19） Michael Kloepfer, Umweltrecht, 3. Aufl., 2004, § 3 Rn. 9. この点について，連邦行政裁判所
の判例を一例のみを挙げれば，BVerfG, NVwZ 2001, 1148（1149）.
20） Dietrich Murswiek, Artikel 20a, in: Michael Sachs（Hrsg.）, Grundgesetz, 4. Aufl.,2007, Rn.



























21） 基本法 20a 条が環境保護的側面のみを追求するとの立場に与する論者として，Ketteler,
NuR 2002, 513（517）; Murswiek, in: Sachs（Hrsg.）, a. a. O., Art. 20a Rn. 57a. 他方で，同条は，
環境保護的側面の追求だけではなく，経済的・社会的発展をも追及するとの立場に与する見解
として，Frenz, a. a. O., S. 66ff.; Sebastian Heselhaus, Verfassungsrechtliche Grundlagen des
Umweltschutzes, in: Klaus Hansmann / Dieter Sellner（Hrsg.）, Grundzüge des Umweltrechts,
3. Aufl., 2007, § 1 Rn. 14.
22） Murswiek, in: Sachs（Hrsg.）, a. a. O., Art. 20a Rn. 32. Ketteler, NuR 2002, 513（517）もまた，
同様の立場に立つその他の論者を挙げながら，この点を指摘する。

























して，このことは，連邦森林法26)（Bundeswaldgesetz, BWaldG）1 条 1 号に明
23） Heselhaus, in: Hansmann / Sellner, a. a. O., § 1 Rn. 17；Murswiek, in: Sachs（Hrsg.）, a. a. O.,
Art. 20a Rn. 27f.
24） これに対して，Kloepfer, a. a. O., § 3 Rn. 13 は，文化的景域は同条の保護対象に含まれるも
のの，社会的環境はこれに含まれないとする。




























26） Gesetz zur Erhaltung des Waldes und zur Förderung der Forstwirtschaft vom 2. 5. 1975
（BGBl. I S. 1037）.
27） その他，例えば同法の 41 条 2 項においても，やはり森林の持続的管理を促進する旨が，明
示的に規定されていた。
28） Meinhard Schröder, „Nachhaltigkeit ⁕ als Ziel und Maßstab des deutschen Umweltrechts,
ViVerw 1995, 65（67）. 同論稿によれば，計画策定に基づく森林管理の必要性は，既に 19 世紀
中頃には，Robert von Mohl によって指摘されていることでもあったという。
















⑵ 連邦水管理法の 2002 年改正前の段階においても，明文によって「持続
性」が打ち出されていたわけではなかったとはいえ，水の「持続的な」管理が
一貫して志向されていたことは，一般的に指摘されるところである33)。すな




29） 例えば，Sparwasser / Engel / Voßkuhle, a. a. O., § 6 Rn. 325.
30） V. Bubnoff, a. a. O., S. 143; Ketteler, NuR 2002, 513（517）; Rehbinder, in: Hansmann / Sellner
（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 84.
31） Gesetz zur Ordnung des Wasserhaushalts vom 19. 8. 2002. BGBl. I S. 3245.




33） このような指摘をする論者として，例えば，Winkler, in: Kiminich / von Lersner / Storm
（Hrsg.）, a. a. O., Sp. 1430; Axel Baisch, Bewirtschaftung im Wasserrecht, 1996, insbes. S. 44ff.;
























34） V. Bubnoff, a. a. O., S. 147.





a. O., S. 92ff.）。
36） Gesetz zum Schutz vor Schädlichen Bodenveränderungen und zur Sanierung von Altlasten
vom 17. 3. 1998. BGBl. I S. 502.
37） この点については，山下竜一『ドイツ環境法における原因者負担原則』（大阪府立大学経済
学部，1995 年）1頁以下。
























た同法 1 条は，前述した GG20a 条と同様の文言 「将来世代に対する責任
も負いながら」 を用いて将来世代の保護を説いたうえで，とりわけ以下の
ような規定を設けている。すなわち，自然および景域の保護・保全・発展・回
復にあたっては，生態系の機能性（Leistungs- und Funktionsfähigkeit des
Naturhaushalts）を「持続的に（auf Dauer）」確保すること（1 号），そして自然
38） 土壌は再生不可能な環境資源である旨を指摘する論者として，Schröder, ViVerw 1995, 65
(71); Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 91.
39） Schröder, ViVerw 1995, 65（71f.）; Ketteler, NuR 2002, 513（519）.





















ばならない旨が説かれている（2条 1 項 6 号）。また，自然生態系の一構成要素
としての土壌に関しても，農業利用に際しては，土壌（土地）の「持続的な」
肥沃性および利用可能性が確保されるよう，適切な管理がなされる必要性が挙
げられている（5 条 4 項 1 号）。さらに，森林の利用については， 前述した
連邦森林法上の規定も想起されるところであるが その全てを伐採すること




41） Schröder, ViVerw 1995, 65(69)； v. Bubnoff, a. a. O., S. 144.
42） 以上，Ketteler, NuR 2002, 513（518）.





























43） Raumordnungsgesetz vom 18. 8. 1997（BGBl. I S. 2081）.

























45） このように，本来的には環境保護と無関係の ともすれば環境保護と対立しうる 法領
域に環境保護的側面が組み込まれるという現象は，「統合的環境保護（integrierter Umwelt-
schutz）」の一形態として説明可能なものである（Rüdiger Breuer, Umweltschutzrecht, in:
Eberhard Schmidt-Aßmann（Hrsg.）, Besonderes Verwaltungsrecht, 13. Aufl., 2005, 5. Kap. Rn.
48）。
46） この両法の改正は，Gesetz zur Änderung des Baugesetzbuchs und zur Neuregelung des
Rechts der Raumordnung vom 18. 8. 1997. BGBl. I S. 2081 による。
47） 例 え ば，v. Bubnoff, a. a. O., S. 141ff.; Keteller, NuR 2002,; Rehbinder, Das deutsche
Umweltrecht auf dem Weg zur Nachhaltigkeit, NVwZ 2002, 657（659）; Kloepfer, a. a. O., § 10
Rn. 26 und 71; Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 87.
48） Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 87.
























る（4 条 3 項 1 文）。さらに，生じてしまった廃棄物については，原則として，
その再利用（Verwertung）が優先されるが，環境資源に対する配慮から，廃棄
物の再利用と除去との影響の大きさが比較されたうえで，後者の選択肢が採ら
れることもありうる（5条 5 項 2 号）。同法上の製造物責任に関しても，物質循
環の観点に基づく環境資源への配慮をうかがわせるものである（22 条）。
49） Schröder, ViVerw 1995, 65（68f.）.
50） Gesetz für den Vorrang Erneuerbarer Energien vom 29. 3. 2000. BGBl. I S. 305.
51） Gesetz zur Förderung der Kreislaufwirtschaft und Sicherung der umweltverträglichen
Beseitigung von Abfällen vom 27. 11. 1994. BGBl. I S. 2705.
52） Schröder, ViVerw 1995, 65（72）.
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/ Czybulka / Kahl / Voßkuhle（Hrsg.）, a. a. O., S. 133ff.）。ただし，こうした理解に対しては異
論も示されている。本小論では論点の指摘にとどめ，これらのより詳細な検討については，他
日を期したい。
54） Frenz, a. a. O., S. 26f.

















55） Schröder, ViVerw 1995, 65（74）は，そのような環境資源に対する悪影響は，そもそも「持
続的な」作用であることは自明なのであって，この文脈において「持続的」という文言を用い
ることは，不適当であるとして批判している。
56） Ketteler, NuR 2002, 513（520f.）.
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